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【平成17～21年度】＜集中改革プランの実施＞

○閣議決定や法律により、数値目標を含めて方針を決定

「今後の行革指針（H16.12)」「行革推進法（H18.6）」等

○総務省から地方自治体に方針に基づく取組を要請

「新地方行革指針」（H17.3）（集中改革プランの作成・公表の要請）
「地方行革新指針」（H18.8） （更なる定員の純減、公会計整備等）

＜地方における職員数と給与水準の推移＞＜政府の取組＞

【平成22年度～】 ＜自主的･主体的な行革の推進＞

○各地方自治体において自主的・主体的な行政改革を推進

・行政改革にかかる計画・方針を策定している地方公共団体の状況
都道府県47団体（100%）、政令指定都市19団体（95%）、市区町村

1,432団体（83%）が策定（平成26年10月1日時点）

○地方公務員総数の推移

（千人）

○ラスパイレス指数の推移

＜集中改革プラン期間＞

Ｈ７から２１年連続して純減（▲約５４万人）

＜集中改革プラン以降＞

集中改革プラン
目標▲6.4%→▲7.5%の純減を実現（国は▲5.3％）

※参考値（国家公務員の時限的な給与改定特例法による措置が無いとした場合の値）

※
98.9 98.8

給与減額を要請していた平成２５年７月１日現在の状況
・全地方公共団体平均 103.5
・国の要請を踏まえた減額等の実施団体平均 100.9

集中改革プラン以降も、 ８割超の団体
が行政改革に関する計画・方針を策定

地方行革について

【平成27年度～】＜地方行政サービス改革の推進＞

○「経済財政運営と改革の基本方針2015」（H27.6閣議決定）等を踏まえ、
総務省から地方自治体に助言通知に基づく取組を要請

「地方行政サービス改革の推進に関する留意事項」（H27.8）
（民間委託等の推進・指定管理者制度等の活用、BPRの手法やICTを

活用した業務の見直し、自治体情報システムのクラウド化の拡大 等）

○業務改革を推進するため、民間委託やクラウド化等の各地方自治体
における取組状況を比較可能な形で公表し、取組状況の見える化を
実施

○総務省においては、これらの推進状況について毎年度フォローアップ
し、その結果を広く公表
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【総務事務センター等導入団体】（平成26年10月1日現在）

都道府県 43団体 政令市 13団体 市町村 130団体

地方行政サービス改革①（地方自治体の業務改革）

①業務改革を推進するため、各地方自治体における取組状況を比較可能な形で公表

し、取組状況の見える化を実施（指定管理者制度、民間委託、自治体クラウド等）

②ＢＰＲの手法及びＩＣＴを活用し、総合窓口の導入・アウトソーシング、庶務業務の

集 約 化 等 に 一 体 的 に 取 り 組 む 地 方 自 治 体 を 支 援 す る 「 業 務 改 革 モ デ ル

プロジェクト」を実施し、優良事例の横展開を図る

③業務改革の留意事項に関する助言を行い､地方自治体における取組状況を毎年度

フォローアップ

（利用者の機会費用や行政コストの削減を目指し、汎用性のある先進的な改革

（総合窓口化・アウトソーシング等窓口業務改革、庶務業務の集約化・アウト

ソーシング等内部管理業務改革等）に取り組む市町村の数を平成３２年度までに

倍増）

【民間委託の導入割合(市町村)】（平成26年10月1日現在）

80％以上⇒ 本庁舎清掃、夜間警備、案内受付、電話交
換、一般ごみ収集、水道メーター検針等

割合が低い⇒ 学校用務員29% 学校給食57%

【指定管理者制度の導入施設数】 （平成24年4月1日現在）

73,476施設
（都道府県 7,123、政令市 7,641、市町村 58,172)

○自治体情報システムのクラウド化の拡大

【クラウド導入市区町村】 （平成26年４月１日現在）

550団体（うち自治体クラウド（複数団体共同でのクラウド化）
211、単独クラウド（単独団体でのクラウド化）339）

○ ｅガバメント閣僚会議の下に発足した遠藤政府ＣＩＯを主査とする「国・地方ＩＴ化・

ＢＰＲ推進チーム」における議論等を踏まえ、自治体クラウドの取組事例について
具体的に分析・整理を行い、情報提供・助言を行うことで、取組を積極的に展開
（平成２９年度までにクラウド導入市区町村の倍増）

○PPP/PFIの拡大

・公共施設等総合管理計画の策定や固定資産台帳の整備を促進するとともに、優良事例の横展開やPFI事業に係る財政措置上のイコール

フッティングを図り、民間事業者のPPP/PFI事業への参入を促進

○国・地方を通じて、質の高い行政サービスを効率的・効果的に提供することが必要

○行政サービスのオープン化・アウトソーシング等の推進（民間委託・指定管理者制度等の活用）、自治体情報システムの
クラウド化の拡大、PPP/PFIの拡大、公営企業・第三セクター等の経営健全化などの業務改革を推進

○業務改革を推進するため、民間委託やクラウド化などの各地方自治体における取組状況を比較可能な形で公表し、取組
状況の見える化を実施

○公営企業・第三セクター等の経営健全化

・公営企業について、経営戦略の策定を促進するとともに、指標を活用した的確な経営状況の把握、見える化を推進。また、事業の広域化や統合、

PPP/PFIや民間委託等の民間資金・ノウハウの活用等の地域の実情に応じた積極的な取組を推進

・第三セクター等について、指針（H26.8策定）を踏まえた経営健全化を推進するとともに、優良事例の横展開を図る

○行政サービスのオープン化・アウトソーシング等の推進

平成27年6月1日第8回経済財政諮問会議 高市議員提出資料「地域経済再生と財政健全化の両立に向けて」（抄）
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○ 地域経済の好循環を確立する「ローカル・アベノミクス」を実行し、地域経済の再生と財政健全化の両立に引
き続き取り組む。

○ 地方団体が地方創生や一億総活躍社会の実現等の重要課題に取り組みつつ、必要な行政サービスを提供
しながら安定的な財政運営を行えるよう、「経済・財政再生計画」に基づき地方の一般財源総額をしっかりと確
保。経済再生に合わせ、リーマンショック後の危機対応モードから平時モードへの切替えを進めていく。また、
税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築を推進。

○ 経済・財政一体改革を推進していくため、平成２７年１２月２４日の経済財政諮問会議で決定された「経済・財
政再生アクションプログラム」の改革工程表に沿って、地方行財政改革を着実に実施。

○ このうち、トップランナー方式については、今国会において、導入に当たっての考え方等を説明した上で、そ
の内容を盛り込んだ地方交付税法の改正法が、平成２８年３月２９日に成立。

地域経済の再生と財政健全化の両立

１．地方行政サービス改革

２．トップランナー方式
４．公営企業、第三セクター等の経営改革

３．地方財政の全面的な「見える化」

＜これまでの取組＞

トップランナー方式の導入の検討対象とした２３業務のうち、で
きる限り多くの業務（１６業務）について、平成２８年度の基準財政
需要額の算定から段階的に反映。

＜今後の予定＞

残る７業務について、課題等を検討し、平成２９年度以降可能な
ものから導入。

＜これまでの取組＞

平成２６年度決算より、投資的経費の内訳（新規整備・更新整
備）を「見える化」。固定資産台帳も含めた統一的な基準による地
方公会計の整備を要請するとともに、自治体の取組を支援。

＜今後の予定＞

決算情報について住民一人当たりコストの「見える化」を徹底す
るとともに、地方公会計を活用したストック情報を新たに公表し、地
方財政の全面的な「見える化」を平成２７年度決算から順次実施。

＜これまでの取組＞

公営企業会計適用の取組状況を地方団体別に公表。経営戦略
策定ガイドラインを公表し、経営戦略の策定を集中的に推進。

＜今後の予定＞

公営企業会計適用の取組が遅れている団体が多い都道府県へ
ヒアリングを実施するなど、取組を強力に推進。第三セクター等の
財政的リスクを調査・公表し､経営改革の先進事例集を作成・公
表。

＜これまでの取組＞

民間委託等の業務改革の現状について、取組状況や今後の対
応方針等を「見える化」し、比較可能な形で取りまとめ。
（平成28年３月25日公表「地方行政サービス改革の取組状況等に関する調査結果」）

＜今後の予定＞

「見える化」を実施する中で、毎年度ヒアリングを行い、課題やそ
の課題への対応策についても把握。あわせて、民間委託に係る歳
出効率化の成果について、業務改革モデルプロジェクトにおいて
把握手法を検討・確立。
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【参考】

※平成27年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

本庁舎の清掃

直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】
類似団体
委託率

全国
委託率

本庁舎の夜間警備

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 導入に対する考え方【未導入施設がある団体のみ回答】
類似団体
導入率

全国
導入率

体育館

導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 

(２)指定管理者制度(２)指定管理者制度等

(1)民間委託

(２)指定管理者制度(２)指定管理者制度等

＜公表項目＞

民間委託の実施状況、指定管理者制度等の導入状況（施設区分別）、窓口業務の状況、総務事務センターの設置状況、クラウド化の実施状況、公共施
設等総合管理計画の策定状況、地方公会計の整備について取組状況を見える化。

＜公表イメージ＞

○○県（◆◆市）

各団体の取組について、統一した様式で、見える化を実施

類似団体
との比較

（平成２７年４月１日現在） 全国平均
との比較

【参考】 【参考】

委託割合
（全国）

設置割合
（類似団体）

予定時期

窓口業務の民間委託

委託状況

委託割合
（類似団体）

設置状況

設置割合（全国）

総合窓口の設置

（３）窓口業務

【参考】

｢設置予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未設置の理由」を、｢設置予定あり｣の団体は｢設置予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

設置割合 委託割合

福利厚生 財務会計 全国

対象部局 対象業務

首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費

類似団体

設置割合 委託割合

設置状況 委託状況

（４）総務事務センター

地方行政サービス改革の取組状況の見える化・比較可能な形での公表

【参考】

【参考】

【参考】

類型 実施時期 実施率（類似団体）

実施済み
単独クラウド

自治体クラウド
自治体
クラウド

単独
クラウド

実施率（全国）
類型 実施予定時期 自治体

クラウド
単独

クラウド

単独クラウド
実施予定

自治体クラウド

検討状況

検討中

実施しない理由

未実施

策定済み 策定予定 策定予定時期

策定割合（類似団体） 策定割合（全国）

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

作成済み

作成割合（類似団体） 作成割合（全国）

作成予定 作成完了予定年度

※　統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されているが、当
該調査の基準日はその初年度の開始時点である。

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

平成28年3月25日報道発表資料
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40.0%

14.0%

20.0%

50.0%

36.1%

14.7%

26.7%

20.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

体育館

図書館

博物館（美術館、科学館、

歴史館、動物園等）

公民館、市民会館

県内市町村平均 全国平均

指定管理者制度等【●●県】

＜比較項目＞
民間委託、指定管理者制度等、クラウド化等の取組状況について比較可能な形で公表。
→ 都道府県間・指定都市間の比較、各都道府県内の市区町村の取組割合と全国平均の比較 等

＜公表イメージ＞

各団体の取組について、比較可能な形で公表

平成28年3月25日報道発表資料

民間委託の実施状況 【●●県】

99.3%

50.0%

74.3%

61.3%

97.4%

83.3%

88.4%

55.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

本庁舎の

夜間警備

案内・受付

電話交換

公用車運転

県内市町村平均 全国平均・・・

県内市町村の取組割合と、全国平均を比較可能

・・・

学校用務員事務

全国平均

県内
市町村平均

一般ごみ収集

白

黄色

赤

委託有り

専任職員無し等

委託無し

地方行政サービス改革の取組状況の見える化・比較可能な形での公表

市区町村の実施状況を日本地図でプロット比較
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窓口業務改革の取組事例

○ 窓口業務の委託を行うことにより、経費削減が可能になるとともに、職員の企画部門等への重点的な
配置が可能となる。また、委託事業者による窓口人員配置の効率化、労務管理の効率化が図られ、待
ち時間の短縮等、住民サービス向上が実現。

〈保険窓口業務の委託/池田市〉

【取組】
・ 国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療保険の受付、
システム入力、交付に係る窓口業務を平成26年6月から委
託した。

・ 窓口レイアウトを変更し、３保険窓口を隣接するよう配置
し、一体的に民間事業者へ委託。

・ 納付相談等、対応に時間のかかる業務を職員が対応し、
委託業務と住み分け。

【効果】
・ 来庁者の待ち時間の短縮

⇒一体的な民間委託により、窓口人員を柔軟に配置
相談窓口を分け、短時間で済む用件の来庁者に
スムーズに対応

・ フロアマネージャーの配置により、国民健康保険、介護保
険、後期高齢者医療保険にまたがって複数の用件がある
市民に対する適切な案内を可能にするなど市民サービス
が向上した。

・ 委託により、正職員４名、再任用職員１名、非常勤職員1
名、アルバイト職員8名の計14名の職員を削減。また、職員
の時間外勤務を削減。

⇒財政効果は年間438万円見込。

〈窓口業務等の民間委託/上天草市〉

【取組】
・ 臨時職員の増加に伴い、労務管理が複雑化したこと等を
受け、民間委託推進委員会・ワンストップ窓口検討部会を
平成24年6月に設置し、窓口業務の民間委託を検討。

・ 平成25年4月から市役所及び支所の4か所で行っている
窓口業務（一部）の民間委託を開始。

・ 住民票の写し、各種証明書等の交付請求に係る受付
及び引渡しや国民健康保険、児童手当等の届出受付など
の63業務を民間委託。

・ 住民票の写し等の窓口5業務の交付請求に係る受付
及び引渡しについては、市が指定する郵便局（11局）に
おいても取扱いを可能とした。

【効果】
・ コスト削減効果（H25）：年間約7,700万円（H24比）
・ H25窓口業務職員削減数（臨時嘱託職員含む）

：△19人（H24比）
・ 正職員の配置転換（企画部門等への重点的な配置）
・ 労務管理の効率化
・ 窓口のワンストップ化。
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内部管理業務改革の取組事例

〈総務事務センターの設置による一部業務の外部委託/大阪府箕面市（人口約13.5万人）〉

【取組】
・ 平成23年6月に「総務事務センター」（人事室分室）を設置し外部委託を開始。また、平成27年4月に庶務事務システム導
入。業務の流れは、システムを通して、発生源入力をしたものを所属長が確認し、総務事務センターが処理をする。
・ 必ずしも職員が行う必要のない業務（給与・福利厚生・臨時職員・人事・採用・研修）について、一部を外部委託し業務量を削減。

・ 職員が行うべき業務については、それらを効率的に遂行するための人員体制・組織体制の見直しを行い、業務を標準化。

【委託化に向けた検討経過】
平成21年末 業務棚卸し調査開始し、業務の全体像を把握
平成22年１月 委託可能業務の洗い出し

２月 業務フローを作成し、委託範囲の詳細を検討
５月 委託業者から情報収集、見積もり依頼
６月 委託化によるコスト削減効果について検討

【効果】
・ 派遣職員２名、常勤職員２名の削減。
・ 単年度で4,848,000円以上のコスト削減。
・ 外部委託することにより、事務の効率化及び確認作業の精
度の向上が見込まれる。

○ 会計・給与・旅費・福利厚生等の内部管理業務について、発生源入力を行い審査確認等の担当部署
を集約化することやアウトソーシングを行うこと等により、人員配置の効率化や経費削減等を図る取組。

8



【調査主体】総務省自治行政局行政経営支援室 【調査対象】202市町村（抽出）
【調査時点】平成２６年１０月１日 【 回 答 】199市町村（98.5%）
【調査内容】
・ 窓口業務の民間委託について、その推進を阻害もしくは躊躇させる要因と考えているものを以下の選択肢から３つまで選び回答してください。

①窓口業務の件数が少なく、委託することの効率化が見込めないため
②個人情報の取扱いに課題があるため
③サービスの質の低下の恐れがあるため
④制度上市区町村職員が行うこととされている事務であるため（もしくは､市区町村職員が行うこととされている事務との切り分けが困難であるため）
⑤業務請負に出したいが、労働者派遣法（偽装請負等）との関係で躊躇する部分があるため
⑥市民の理解が得られないと考えられるため
⑦窓口職員の再配置に課題があるため
⑧その他

地方公共団体における窓口業務の民間委託等に関する調査

【調査結果】

①
件数

②
個人情報

③
サービス

④
直営

⑤
労働者
派遣法

⑥
住民理解

⑦
職員

再配置

⑧
その他

回答
合計数

市町村（199）
44

(22%)
108
(54%)

68
(34%)

68
(34%)

62
(31%)

23
(12%)

11
(6%)

57
(29%)

441

指定都市（9）
2

(22%)
6

(67%)
4

(44%)
3

(33%)
2

(22%)
0

(0%)
0

(0%)
3

(33%)
20

中核市（28）
3

(11%)
15

(54%)
14

(50%)
10

(36%)
13

(46%)
0

(0%)
3

(11%)
8

(29%)
66

指定都市・中核市以
外の市（139）

28
(20%)

76
(55%)

46
(33%)

49
(35%)

47
(34%)

20
(14%)

7
(5%)

42
(30%)

315

町村（23）
11

(48%)
11

(48%)
4

(17%)
6

(26%)
0

(0%)
3

(13%)
1

(4%)
4

(17%)
40

※ （）内の数は回答団体数。複数回答可のため、回答合計数とは数が異なる。また、割合は回答件数/回答団体数である。 9



窓口業務の民間委託、総合窓口化、庶務業務の集約化等の実施状況について

窓口業務の民間委託の実施状況

（※）内閣府通知で民間事業者に取り扱わせることができると整理された窓口業務のいずれかを委託している団体数

(平成27年4月1日現在)

庶務業務の集約化に関する実施状況について

総合窓口の導入状況

人事・給与・旅費・福利厚生等の庶務業務について、庶務事務システム等を使用して発生源入力を行い、審査確認等の担当部局を集約し、

各部局の庶務担当者の業務を削減する取組を行っていることをいう。

住民等からの各種申請等（戸籍・住民基本台帳業務、税証明、福祉業務等）に関する受付部署を複数部署から1部署に集約し、例外的なケー
スを除きワンストップで対応が完結する取組。

(平成27年4月1日現在)

(平成27年4月1日現在)

導入団体数 市区町村数 割合

全市区町村 268団体 1,741団体 15.4%

指定都市 15団体 20団体 75.0%

特別区 17団体 23団体 73.9%

中核市 25団体 43団体 58.1%

指定都市・中核市以外の市 182団体 727団体 25.0%

町村 29団体 928団体 3.1%

導入団体数 市区町村数 割合

全市区町村 187団体 1,741団体 10.7%

指定都市 5団体 20団体 25.0%

特別区 4団体 23団体 17.4%

中核市 9団体 43団体 20.9%

指定都市・中核市以外の市 105団体 727団体 14.4%

町村 64団体 928団体 6.9%

導入団体数 市区町村数 割合

都道府県 45団体 47団体 95.7%

全市区町村 163団体 1,741団体 9.4%

指定都市 12団体 20団体 60.0%

特別区 3団体 23団体 13.0%

中核市 17団体 43団体 39.5%

指定都市・中核市以外の市 109団体 727団体 15.0%

町村 22団体 928団体 2.4%
10



業務改革モデルプロジェクト

地方自治体における、①住民サービスに直結する窓口業務②業務効率化に直結する庶務業務等の内部
管理業務について､民間企業の協力のもとＢＰＲ※の手法を活用しながら、ＩＣＴ化･オープン化･アウトソーシン
グなど、住民の利便性向上に繋がる業務改革にモデル的に取り組む自治体を支援する「業務改革モデルプ
ロジェクト」を実施。

【H28予算：１．０億円】

「経済財政運営と改革の基本方針2015」（平成27年6月30日閣議決定）（抄）

［３］地方行財政改革・分野横断的な取組等

・（中略）ＢＰＲの手法を活用した業務改革モデルプロジェクトの実施による官民協力した優良事例の創出と全国展開（中略）を加速する。

・（中略）窓口業務のアウトソーシングなど汎用性のある先進的な改革に取り組む市町村数を2020年度（平成32年度）までに倍増させる。

※ＢＰＲ（Business Process Reengineering）：業務プロセスの再構築

（具体的な取組）

○ 政令指定都市等、規模の大きな自治体は一定取組が進んでいることから、今後取組が期待される人口
規模10～20万人程度の団体を主なターゲットとして､2016～18年度の各年度で６団体程度､公募の上選定。

○ BPRの手法を活用した業務分析や計画策定などの検討経費について国費で支援。

⇒ 汎用性のあるモデルを構築（業務改革におけるBPRの過程を含め、そのノウハウを抽出し公表）し、他の
自治体へ全国展開。

⇒ これらの取組による歳出効率化等の成果の把握手法を検討・確立し、その手法を活用して歳出効率化等
の成果を検証する。
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「経済財政運営と改革の基本方針2016」〈平成２８年６月２日閣議決定〉（抄）
第３章 経済・財政一体改革の推進

１．経済・財政一体改革の着実な推進
歳出改革に当たっては、先進・優良事例の展開促進、国と地方の連携強化、「見える化」の徹底・拡大を通じて、国・地方を通じたボトムアップ

の改革を推進する。

２．先進・優良事例の展開促進、国と地方の連携強化、「見える化」の徹底・拡大
（１）先進・優良事例の展開促進
② 自治体の公共サービス
窓口業務の適正な民間委託等の加速や、自治体クラウド等をはじめとするＩＣＴ化・業務改革及び自治体間の境界を越えた広域化・共同化

を、強力に推進する。公共サービスのイノベーションを実現するため、一層の周知・広報等に取り組むとともに、先進事例がどのように課題を克
服したか等の評価・分類及びそれぞれに応じた普及促進策について検討し、都道府県の協力も得ながら全国展開を進める。

５．主要分野ごとの改革の取組
（３）地方行財政改革・分野横断的な課題

①基本的な考え方
窓口業務の適正な民間委託等の加速と自治体クラウド等のＩＣＴ化・業務改革をはじめとする様々な取組の全国展開及び、それらの自治体

の境界を越えた広域化・共同化を軸に、各種取組を進める。
改革初年度から全ての改革項目を工程表に従って着実に進めていく中で、特に以下の諸項目について重点的に取り組む。

③地方行財政の「見える化」等
平成27年度決算より、経年比較や類似団体比較を含めて住民一人当たりコストについて性質別・目的別に網羅的な「見える化」を実施す

る。
また、ユーザーが様々な条件を設定して自治体間比較ができるデータベースの早期実現に取り組む。このほか、予算・決算の対比に関する情
報開示の各自治体分での実現に向け、自治体の事務負担にも配慮しながら取り組むなど、地方財政の「見える化」の拡充を図る。

窓口業務等に係る住民一人当たりコストや民間委託等による歳出効率化効果について、業務改革モデルプロジェクトにおいて試行的な算
定フォーマットを作成・公表し、各自治体での活用を促す。

都道府県別の住民一人当たり行政コストとその財源内訳の分析、自治体の頑張りや地方財政制度等の改革に係る経済効果の検証を行う。
④広域化・共同化などの地方行政分野における改革

窓口業務の適正な民間委託等の推進に当たっては､標準的な業務フローに基づく標準委託仕様書等の検討過程で､小規模自治体におけ
る取組を支援するため、包括民間委託等の活用についても調査・整理を行い、平成29年度末までに取りまとめる「地方公共サービス小委員会
報告書」に盛り込む。また､窓口業務の民間委託等の歳出削減効果を測定する簡便なツールを提供し､自治体による民間委託等の検討を支援
する。

第４章 当面の経済財政運営と平成29年度予算編成に向けた考え方
２．平成29年度予算編成の基本的考え方
（２）平成29年度予算編成の在り方
④ 第３章に掲げる主要分野ごとの改革の取組を大胆に推進するためのメリハリの効いた予算とする。

地方行財政については､窓口業務の適正な民間委託等の加速や自治体クラウド等のＩＣＴ化・業務改革の全国展開及び広域化・共同化など
の取組を進めるとともに、地方行財政の「見える化」を徹底する。改革工程表に沿ってトップランナー方式を着実に実施する。 12



業務改革モデルプロジェクト（募集結果概要）

○募集期間 ：平成２８年４月１８日～５月１３日 ○契約締結 ：平成２８年６月以降
○選定・公表：平成２８年６月７日 ○事業報告 ：平成２９年２月末

スケジュール

○民間事業者の知見やＢＰＲの手法を活用しつつ、自治体職員自らが業務の棚卸しや業務分析、利用者（住民）
ニーズの把握を実施し、効果的な業務フローを構築。

○業務フローの見直しにあわせて、アウトソーシングによる業務の効率化を検討。
○①と②の複合的な取組や関連する他の業務改革との複合的改革、時期ごとの繁閑への対応や窓口で対応を要する

業務自体の質・量を軽減する新たな仕組みの導入等は引き続き模索。
○国の取組（業務マニュアル・標準委託仕様書(案)の活用可能性の検証、歳出効率化等の成果の把握手法の検討、

大都市以外の地方部の自治体の担い手確保等の課題解決方法の聴取等）との協力も視野。

事業実施のポイント

○委託団体数：７団体（①窓口業務５団体、②窓口業務と内部管理業務にまたがるもの２団体）
①･･･高山市(岐阜県)、鳥取市(鳥取県)、西予市(愛媛県)、別府市(大分県)、南城市(沖縄県)
②･･･神戸市(兵庫県)、北栄町(鳥取県)

委託団体数

○①窓口業務改革又は②内部管理業務改革に向けてＢＰＲの手法を活用した業務分析や計画策定等を実施する取組
①窓口業務改革（総合窓口化とアウトソーシング一体的に行う取組）

・住民異動、戸籍届出、各種証明書発行、国民健康保険、介護保険等、別々の窓口で行っている事務手続
きをワンストップ化する総合窓口の実施を念頭に業務フローを見直し、待ち時間の短縮等住民の利便性向
上につなげるもの。

・ワンストップ窓口において、単に職員を集約するのではなく、入力業務等のバックヤード業務について、
アウトソーシングを積極的に活用し、業務の効率化を図るもの。

②内部管理業務改革（庶務事務の集約化を行う取組）
・人事・給与・旅費・福利厚生などの庶務業務について、各職員がシステム入力を行うよう業務フローを
見直し、各課における庶務業務を集約化することで、業務の効率化を図るもの。

提案事業概要
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窓口業務改革
（総合窓口化とアウトソーシングの一体的推進）

人口

／面積

本庁・支所等

窓口数
事業概要

193,064人
765㎢

１本庁
８総合支所

平成31年度からの総合窓口設置に向け、窓口事

務処理の段階別に業務分析、包括的アウトソーシ
ングの導入可能性を検討します。

○平成31年度からの総合窓口設置に向け、窓口事務処理の段階別（フロント、ミドル、バック）に業務分析、包括的アウトソーシ
ングの導入可能性を検討します。（①業務範囲のあり方及び一括業務委託の市場性、②適切な契約期間のあり方、③総合窓口
の本格稼働に向けた準備期間・導入スケジュールのあり方、④段階的な業務内容の拡大のあり方、⑤概算経費のあり方、⑥検
認等担い手最適化のあり方、⑦想定されるリスクと対応策など）

事業計画

マップ画像

鳥取市

 

本事業の実施フロー

（１）市民向け窓口サービス
業務の実態調査

（２）他自治体・事業者に
おける先進事例の調査 （３）法令上の業務切り分け

の調査

（４）アウトソーシング化の
導入可能性の検証

（５）アウトソーシング化の
効果等の検証

鳥取県
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北栄町庶務業務包括委託
導入検証事業

人口

／面積

本庁・支所等

窓口数
事業概要

15,664人
57㎢

１本庁

１分庁
総合窓口化に併せ、庁内全部署の庶務業務を集
約化の上アウトソーシングを目指します。

○総合窓口化に併せ、庁内全部署の庶務業務を集約化の上アウトソーシングを目指す。具体的には、給与計算、福利厚生、旅費計算、
文書保存、封入作業、イベント準備、各種データ入力、庁舎管理庶務、各施設管理庶務（予約管理庶務、使用許可庶務）、郵便差出庶務、
ふるさと納税庶務、バス運行管理、各種外郭団体事務局庶務等まで広範な事務を検討対象とします。
○別途、本庁舎の総合窓口化及び民間委託を実施し、当該委託先に庶務業務も包括委託。

事業計画

マップ画像

北栄町

 

 ○現在、分庁舎で試行実施中の総合窓口業務委託

を本庁舎でも実施を行い、窓口に係る民間会社

の創意工夫、庁舎間窓口の連携及び民間会社と

職員間の連絡体制の強化を図る。 

○庶務業務の集約化による職員の事務量縮減。 

 

※業務フロー 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
本 
庁 
舎 

【
委
託
】
総
合
窓
口 

分
庁
舎 

Ａ
課 

Ｃ
課 

Ｂ
課 

Ｅ
課 

窓口、給与計算、福利厚生、旅費計算、文書保存、バス

運行管理、公用車管理、電話交換、郵便差出庶務、ふる

さと納税庶務、交通災害共済事務、保険加入・請求事務 

 

窓口、封入作業、データ入力作業、イベント準備、バス

運行管理、各種外郭団体事務局庶務 

窓口、データ入力作業、封入作業、各施設管理庶務（予

約管理庶務、使用許可庶務）、各種外郭団体事務局庶務 

郵便差出、各施設管理（予約管理、使用許可庶務）各種

外郭団体事務局庶務 

Ｄ
課 

窓口、庁舎管理、各施設管理（予約管理、使用許可庶務） 

取
組
前 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

給与計算、福利厚生、旅費計算、文書

保存、封入作業、イベント準備、各種

データ入力作業、庁舎管理庶務、各施

設管理庶務（予約管理庶務、使用許可

庶務）、郵便差出庶務、ふるさと納税

庶務、バス運行管理、各種外郭団体事

務局庶務等 

【
委
託
】
総
合
窓
口 

本
庁
舎 

【
委
託
】
総
合
窓
口 

分
庁
舎 

取
組
後 

Ａ
課 

Ｂ
課 

Ｃ
課 

Ｄ
課 

Ｅ
課 

既
存
の
庁
内
シ
ス
テ
ム
を
活
用
し
情
報
共
有 

庶務業務包括委託【委託】 
 
内部管理のアウトソーシ

ング 

鳥取県
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都道府県

導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100 】

指定管理者制度の導入状況（制度導入団体の比率）

○ 都道府県における指定管理者制度の導入状況は以下のとおりです。
○ 導入率の算出方法は、制度導入施設数÷公の施設数×100となります。

93.9%

89.6%

92.6%

60.0%

100.0%

96.7%

98.5%

54.9%

97.7%

27.8%

87.9%

67.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

体育館

競技場

プール

海水浴場

宿泊休養施設

休養施設

キャンプ場等

産業情報提供施設

展示場施設

見本市施設

開放型研究施設等

大規模公園

公営住宅

76.6%

100.0%

9.5%

48.9%

93.0%

64.9%

66.7%

100.0%

65.9%

85.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

駐車場

大規模霊園、斎場等

図書館

博物館

文化会館

合宿所、研修所等

特別養護老人ホーム

介護支援センター

福祉・保健センター

児童クラブ、学童館等
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指定都市

指定管理者制度の導入状況（制度導入団体の比率）

○ 指定都市における指定管理者制度の導入状況は以下のとおりです。
○ 導入率の算出方法は、制度導入施設数/公の施設数×100となります。

導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100 】

90.8%

64.8%

94.4%

33.3%

93.3%

89.7%

66.7%

84.5%

90.0%

82.4%

49.3%

60.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

体育館

競技場

プール

海水浴場

宿泊休養施設

休養施設

キャンプ場等

産業情報提供施設

展示場施設

見本市施設

開放型研究施設等

大規模公園

公営住宅

69.2%

28.7%

21.5%

43.3%

51.6%

82.1%

56.3%

89.3%

100.0%

84.9%

71.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

駐車場

大規模霊園、斎場等

図書館

博物館

公民館、市民会館

文化会館

合宿所、研修所等

特別養護老人ホーム

介護支援センター

福祉・保健センター

児童クラブ、学童館等
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市区町村

指定管理者制度の導入状況（制度導入団体の比率）

○ 市区町村における指定管理者制度の導入状況は以下のとおりです。
○ 導入率の算出方法は、制度導入施設数/公の施設数×100となります。

導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100 】

36.5%

45.5%

46.3%

12.3%

86.3%

73.6%

58.3%

74.7%

61.2%

52.7%

49.8%

16.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

体育館

競技場

プール

海水浴場

宿泊休養施設

休養施設

キャンプ場等

産業情報提供施設

展示場施設

見本市施設

開放型研究施設等

大規模公園

公営住宅

38.9%

20.7%

14.7%

27.0%

21.2%

48.5%

46.4%

68.5%

48.8%

52.9%

22.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

駐車場

大規模霊園、斎場等

図書館

博物館

公民館、市民会館

文化会館

合宿所、研修所等

特別養護老人ホーム

介護支援センター

福祉・保健センター

児童クラブ、学童館等
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株式会社

14,998 
19.4%

特例民法法人

等

19,680 
25.4%

地方公共団体

239 
0.3%

公共的団体

12,564 
16.2%

地縁による団体

15,855 
20.5%

特定非営利活動

法人
3,525 
4.6%

その他

10,481 
13.6%

※その他：学校法人、医療法人、共同企業体 等

総施設数
７６，７８８施設

※複数回答があるため、各数値の合計と総施設数は一致しない

○約４割の施設で、指定管理者に民間企業等（株式会社、特定非営利活動法人、学校
法人等）を指定（前回調査（H24.4.1現在）より、４．３ポイント増）。

民間企業等が約４割

施設別の指定管理者の状況

１．指定管理者の状況

業種別の指定管理者の状況

公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果（H27.4.1現在）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

レクリエーション・

スポーツ施設

（15,178施設）

産業振興施設

（6,655施設）

基盤施設

（25,914施設）

文教施設

（15,910施設）

社会福祉施設

（13,685施設）

32.2% 26.1% 24.6%
8.8% 4.3%

30.3%

13.1%

39.6%

15.1%
11.3%

0.5%

0.2%

0.4%

0.2%
0.1%

6.4%

21.6%

5.6%

6.6%

55.9%

5.7% 18.3%
9.3%

57.3%

16.4%10.2% 3.1% 1.1%

4.2% 6.1%14.7% 17.6% 19.3%
7.8% 5.9%

株式会社 社団・財団等 地方公共団体 公共的団体

地縁による団体 特定非営利活動法人 その他 21



前回の指定期

間よりも短い

3,622 
4.7%

前回の指定期

間と同じ

46,926 
61.1%

前回の指定期

間よりも長い

15,775 
20.5%

今回が１回目

の指定

10,465 
13.6%

１年

600 
0.8%

２年

1,265 
1.6%

３年

13,693 
17.8%

４年

5,898 
7.7%

５年

50,174 
65.3%

６年

357 
0.5%

７年

164 
0.2%

８年

63 
0.1%

９年

196 
0.3%

１０年以上

4,378 
5.7%

○指定期間が５年の施設が半数を超え、１０年以上の施設もみられる。

指定期間３年 ： ２２．３％ → １７．８％
指定期間５年 ： ５６．０％ → ６５．３％

○前回よりも指定期間を長くした施設は、約２割。

指定期間の長期化の傾向がみられる。

２．指定期間の状況と変化

指定期間の変化指定期間の状況

総施設数
76,788施設

（前回） （今回）

総施設数
76,788施設
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公募により候

補者を募集
25,993 
41.9%

従前の管理受

託者・指定管

理者を公募の

方法によるこ

となく選定
32,694 
52.8%

公募の方法に

よることなく選

定
3,280 
5.3%

23

公募により候

補者を募集
5,361 
67.8%

従前の管理

受託者・指定

管理者を公

募の方法に

よることなく選

定
2,126 
26.9%

公募の方法

によることなく

選定
425 
5.4%

公募により候

補者を募集

35,731 
46.5%

従前の管理受託

者・指定管理者

を公募の方法に

よることなく選定
37,263 
48.5%

公募の方法による

ことなく選定
3,794 
4.9%

３．選定手続 （１）公募・非公募の状況

○公募で選定している施設が約５割。
○都道府県では約６割、指定都市では約７割、市区町村では約４割。

→ 大規模な自治体において公募で選定している割合が高い。自治体の規模により差が見られる。

選定手続

指定都市

都道府県

市区町村

施設数
7,912施設

施設数
61,967施設

総施設数
76,788施設

公募により

候補者を募

集
4,377 
63.4%

従前の管理受

託者・指定管理

者を公募の方法

によることなく選

定

2,443 
35.4%

公募の方法に

よることなく選

定
89 

1.3%

施設数
6,909施設



公表している

46,088 
60.0%

公表していない

30,700 
40.0%

都道府県

2,276 
7.0%

指定都市

1,188 
3.7%

市区町村

29,051 
89.3%

事前公表して

いる

44,273 
57.7%

事前公表して

いない

32,515 
42.3%

３．選定手続 （２）選定手続及び選定理由の公表状況

○約６割の施設で、施設ごとの具体的な選定手続を事前に公表。
○６割の施設で、指定管理者の選定理由を公表。
→ 大規模な自治体において公表している割合が高い。市町村による取組が遅れている状況。

選定手続の事前公表状況

総施設数
76,788施設

事前公表
していない
32,515施設

指定管理者の選定理由の公表状況

都道府県

114 
0.4%

指定都市

570 
1.9%

市区町村

30,016 
97.8%

事前公表
していない
30,700施設

総施設数
76,788施設
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0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%
96.5% 94.3% 93.8%

91.7% 90.7%

公募

3,062 
9.0%

非公募

31,026 
91.0%

公募

32,669 
76.5%

非公募

10,031 
23.5%

事前公表し

ている

42,700 
55.6%

事前公表し

ていない

34,088 
44.4%

３．選定手続 （３）選定基準の公表状況

○約６割の施設で、施設ごとの具体的な選定基準を事前に公表。
○選定基準は、「サービス向上」が最多、次いで「団体の業務遂行能力」「管理経費の節減」。

選定基準の内容

【その他の内容】
・危機管理に関すること
・情報公開・個人情報保護に関すること
・自主事業に関すること
・地域貢献に関すること
・環境保全に関すること
・事業所所在地に関すること
・労働福祉に関すること
・管轄自治体内の居住者の雇用に関すること
・継続雇用に関すること

選定基準の事前公表状況

施設数
42,700施設

総施設数
76,788施設

施設数
34,088施設

サービス
向上

業務遂行
能力

平等利用
確保

管理経費
節減

その他
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専門的知識を

有する外部有

識者等の視点

を導入

20,271 
34.4% ※

26

評価を実施して

いる

58,945 
76.8%

評価を実施して

いない

17,843 
23.2%

４．評価の実施状況

○約８割の施設で指定管理者の評価を実施（前回調査より、４．３ポイントの増）。
○評価を実施している施設のうち、専門知識を有する外部有識者等の視点を導入して

いる施設は、約３割（前回調査より、２．１ポイントの増）。

評価の実施状況

施設数
58,945施設

このうち、
外部有識者等の視点を導入している施設

※全施設に占める割合では、26.4％
（前回調査より、３．０ポイントの増）

総施設数
76,788施設



51,584 
67.2%

2,060 
2.7%

15,372 
20.0%

7,772 
10.1%

51,554 
67.1%

2,625 
3.4%

15,120 
19.7%

7,489 
9.8%

56,849 
74.0%

1,476 
1.9%

15,220 
19.8%

3,243 
4.2%

52,544 
68.4%

1,378 
1.8%

17,109 
22.3%

5,757 
7.5%

50,939 
66.3%

1,109 
1.4%

19,396 
25.3%

5,344 
7.0%

52,109 
67.9%

6,705 
8.7%

8,652 
11.3%

9,322 
12.1%

５．リスク分担に関する事項の協定等への記載状況

○リスク分担に関する各事項について、約９割の施設で選定時や協定等に提示。

施設の種別に応じた必要な体制 地方公共団体への損害賠償 利用者への損害賠償

■選定時かつ協定等に提示 ■選定時のみ提示 ■協定等のみ提示 ■選定時にも協定等にも提示していない

施設の修繕 備品 緊急時の対応

総施設数
76,788施設

総施設数
76,788施設

総施設数
76,788施設

総施設数
76,788施設

総施設数
76,788施設

総施設数
76,788施設
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○約７割の施設で、労働法令の遵守や雇用・労働条件への配慮について、選定時や協定等に提示。

６．労働法令の遵守や雇用・労働条件への配慮規定の協定等への記載状況

＜具体的な雇用・労働条件の主な内容＞
・人員配置、勤務体制、労働時間に関すること
・管轄自治体内の居住者の雇用に関すること
・障害者雇用に関すること
・労働条件、労働環境等モニタリング
に関すること

・継続雇用に関すること

労働法令の遵守や雇用・労働条件への配慮規定の協定等への記載状況

選定時かつ

協定等に提示
37,810 
49.2%

選定時にのみ提

示
7,390 
9.6%

協定等にのみ提

示
5,468 
7.1%

選定時にも

協定等にも

提示していない
26,120 
34.0% 総施設数

76,788施設
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○９割以上の施設で個人情報保護への配慮について、選定時や協定等に提示。
→ 平成22年通知の趣旨を踏まえ、個人情報が適切に保護されるよう配慮が必要。

７．個人情報の保護への配慮規定の協定等への記載状況

個人情報の保護への配慮規定の協定等への記載状況

総施設数
76,788施設

選定時かつ協定等に

提示
59,122 
77.0%

選定時にのみ提示
1,145 
1.5%

協定等にのみ提示
13,719 
17.9%

選定時にも協定等に

も提示していない
2,802 
3.6%

総施設数
76,788施設
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指定管理者制度 実践事例

○ 県と市の隣接する文化施設について、同一の指定管理者が一体的管理を行うことにより、施設・チケッ
ト予約やイベント誘致・開催等において住民の利便性を向上。

○ 民間事業者の創意工夫により、施設の魅力を向上し、収益改善や利用者サービスの向上を図る。

〈掛川城エリアの指定管理者選定/静岡県掛川市〉

【取組】
・ 市が事業内容の詳細を定め施設を管理させる手法を見直し、業務要求
水準を設定（利用者数年間○○人以上等）。
・ 可能な限り市の関与を減らし、設定条件を満たした民間の提案を積極
的に受け入れ、民間の自主性を尊重。

【提案内容】
・ 開始後7年間で入場者数を2倍（20万人）とする。
・ 指定管理料3,100万円/年を段階的に減らし、3年目にゼロにする。
・ 営業利益のうち40％を市民が利用できる便益施設への投資で還元。

【取組】
・ 隣接する県立の文化施設（新潟県民会館）と
市立の文化施設（新潟市民芸術文化会館及び
新潟市音楽文化会館）について、同一の指定管
理者が一体的管理を実施。

【効果】
・ 三館の空き状況やチケット予約などを一括管
理することにより、住民の利便性が向上。
・ 将来的には、三館一体利用による大規模イベ
ントの誘致等も期待。

〈文化施設の一体的管理/新潟県・新潟市〉

【効果】
・ 関連施設の一体管理による管理経費
の削減。

・ 年中無休営業や飲食サービスの充実、
ウェディングの実施等による住民サービ
スの拡大。

・ 3年目以降の指定管理料が0円となり、
独立採算による運営を実現。

・ 営業利益の40%を市民が利用できる施
設に投資するかたちで還元。
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「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン」（抄）

ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン〈平成２８年５月１８日民間資金等活用事業推進会議決定〉

２．ＰＰＰ／ＰＦＩ推進に当たっての考え方
（１）基本的な考え方

（中略）コンセッション事業の活用を拡大するためには、その前段階として様々な収益事業の活用を進めることが効果的であり、これらの事業に積極
的に取り組む中で、収益性を高めつつコンセッション事業への移行を目指していくことが重要である。
特に、運営費等一部の費用のみしか回収できないようなケースであっても、混合型ＰＰＰ／ＰＦＩ事業として積極的に取り組むことにより、少しでも公的

負担の抑制等を図るという姿勢が重要であり、その取組の中で、より収益性を高める工夫を重ねることで公的負担の抑制効果を高め、さらにはコンセッ
ション事業へと発展させていくという視点が重要である。
そのためには、サービス購入型ＰＦＩ事業や指定管理者制度等の多様なＰＰＰ／ＰＦＩ事業をファーストステップとして活用することを促すことが効果的

であり、我が国においてこれまでハコモノ中心に活用されてきたサービス購入型ＰＦＩ事業についても、インフラ分野へと活用の裾野を拡大することが重
要である。

（２）事業類型ごとの進め方
④その他のＰＰＰ／ＰＦＩ事業（類型Ⅳ）

サービス購入型ＰＦＩ事業や指定管理者制度等から成る本類型の事業は、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の実施経験のない地方公共団体にとっては、ＰＰＰ／ＰＦ
Ｉ活用のファーストステップとしての効果が期待できることから、引き続き、積極的に活用することが重要である。加えて、サービス購入型ＰＦＩ事業は、
我が国においてこれまでハコモノ中心に活用されてきたが、今後は、インフラ分野へと活用の幅を拡大することを検討すべきである。
なお、サービス購入型ＰＦＩ事業活用の検討に際しては、資金調達コストの差異のみで判断するのではなく、業務効率化による効果等を総合的に勘

案してＶＦＭを客観的に評価して行うべきである。
また、指定管理者制度や包括的民間委託は、民間事業者の役割の拡大を通じて将来的にコンセッション事業へと発展することが期待できるため、

積極的活用を図るとともに、契約更新時等にコンセッション事業への移行の可能性を積極的に検討することが重要である。

３．推進のための施策
（４）情報提供等の地方公共団体に対する支援
【方針】

今後、優先的検討規程の運用開始等により、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の裾野拡大が見込まれ、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業に通暁した人材の育成が急務であることか
ら、事業を担う人材の育成に取り組む。
具体的には、地方公共団体等の実務担当者が、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業に関する必要な情報を容易に得ることができる環境を整備する。また、コンセッ

ション事業等、案件形成に向けて高度な検討が必要な事業に対しては、検討段階に応じた継続的な支援を行う。
【具体的取組】

⑤独立採算型等の指定管理者制度の効果的な活用促進に向けて、地方公共団体が協定書及び要求水準書を作成する際の参考とするため、当該
制度の先進的な取組事例及びその効果を把握し、地方公共団体等に対する情報提供を実施する。（平成２８年度から）＜総務省＞
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「地方行政サービス改革の推進に関する留意事項について」（抄）

地方行政サービス改革の推進に関する留意事項について（平成２７年８月２８日付け総務大臣通知）

第１ 地方行政サービス改革の推進に関する主要事項について
１ 行政サービスのオープン化・アウトソーシング等の推進
（１）民間委託等の推進
① 定型的業務や給与・旅費の計算、財務会計、人事管理事務等の庶務業務を含めた事務事業全般にわたり、民間委託等の推進
の観点から、改めて総点検を実施すること。特に、職務内容が民間と同種又は類似したものである業務であって、民間委託の進ん
でいない分野については、重点的に点検を実施すること。

② その際、先行的に取組を行っている団体の状況や民間の受託提案などを参考にしつつ、業務の集約・大くくり化、他団体との事
務の共同実施などスケールメリットが生じるよう事務の総量を確保するなどの工夫を行い、委託の可能性について検証すること。特
に、臨機応変な指示が必要な業務であっても、仕様書の詳細化や、指示が必要な業務と定型的な業務を切り分けるなどの工夫を
行うこと等により、委託の可能性を検証すること。
なお、定型的業務や庶務業務以外の事務事業についても、先日、各地方公共団体における民間委託の取組状況を取りまとめ、

「地方自治体の業務改革に関する取組状況に関する調査結果について」（平成27年７月27日総行経第23号、総行情第44号）により
その結果を報告したところであり、総点検の参考とすること。

③ 委託の実施にあたっては、対象事業、選定基準、契約条項などの透明性を確保するとともに、個人情報の保護や守秘義務の確
保に十分留意し、必要な措置を講じること。

④ 委託先の事業者が労働法令を遵守することは当然であり、委託先の選定に当たっても、その事業者において労働法令の遵守や
雇用・労働条件への適切な配慮がなされるよう、留意すること。

⑤ 委託した事務・事業についての行政としての責任を果たし得るよう、適切に評価・管理を行うことができるような措置を講じること。

（２）指定管理者制度等の活用
① 公の施設については、今後、各地方公共団体による策定が見込まれる公共施設等総合管理計画も踏まえつつ、既に指定管理者
制度を導入している施設を含め、その管理のあり方について検証を行い、より効果的、効率的な運営に努めること。

② その際、先行的に取組を行っている団体の状況等を参考にしつつ、例えば、複数施設の一括指定など、スケールメリットを活かす
ことで指定管理者の裁量を増大させる取組や、公募前対話の導入等により民間事業者の参入機会を増やす取組など、指定管理者
が参入しやすくなるような環境整備も含め検証すること。

また、その施策目的等から直営を選択している場合であっても、窓口業務や貸室業務、施設・設備管理といった業務について部
分的に指定管理者制度を導入する等、幅広い視点からその管理のあり方について検証すること。

③ また、「指定管理者制度の運用について」（平成22年12月28日総行経第38号）の内容を十分に踏まえて対応されたいこと。
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窓口業務を民間事業者に取り扱わせる際の留意事項（平成27年6月4日内閣府通知）

市町村の出張所・連絡所等における窓口業務に関する
官民競争入札又は民間競争入札等により民間事業者に

委託することが可能な業務の範囲等について

平成２７年６月４日
内閣府 公共サービス改革推進室

内閣府公共サービス改革推進室では、「公共サービス改革基本方針」（平
成１９年１２月２４日閣議決定）において、「官民競争入札又は民間競争入札
等により民間事業者に委託することが可能な業務の範囲、民間委託を実施
する際の留意事項等について、官民競争入札等監理委員会と連携しつつ、
平成19年度中に地方公共団体に周知する」とされたことを踏まえ、関係省と
の協議の上、官民競争入札又は民間競争入札等により民間事業者に委託
することが可能な業務の範囲、民間委託を実施する際の留意事項等につい
て、平成２０年１月１７日付け事務連絡「「公共サービス改革基本方針」の改
定（市町村の窓口関連業務２４事項に関し官民競争入札又は民間競争入札
等により民間事業者に委託することが可能な業務の範囲、民間委託を実施
する際の留意事項等）」により地方公共団体に周知を行っていましたが、そ
の後、委託することが可能な業務の一部について、法令改正がなされたこと
等を踏まえ、同事務連絡を新たに改定しましたので、通知いたします。

１ 民間事業者に取り扱わせることができる窓口業務の範囲
・ 別紙は、市町村の適切な管理のもと、市町村の判断に基づき官民競争

入札又は民間競争入札等により民間事業者に取り扱わせることが現行
法上可能である窓口業務の範囲等についての関係省の見解が示された
ものです。

・ 窓口業務は、公証行為など市町村長の名前において実施する業務であ
り、市町村職員が自ら責任を持って行うべき業務が含まれるため、別紙
は、現行法において民間事業者に取り扱わせることが可能である事実上
の行為又は補助的業務に該当する業務について整理されています。

２ 別紙の窓口業務を民間事業者に取り扱わせる際の留意事項
以下は窓口業務を民間事業者に取り扱わせる際の共通的な留意事項

として示されたものです。
（１）市町村の適切な管理

・ 民間事業者に業務を取り扱わせる際には、市町村の適切な管理の確保
に留意してください。具体的には、民間事業者が業務を実施する官署内
に市町村職員が常駐し、不測の事態等に際しては当該職員自らが臨機
適切な対応を行うことができる体制とすること等が考えられます。

・ また、法律に基づく市町村長の判断行為、原簿（住民基本台帳、戸籍
簿、学齢簿、犬登録原簿等）の管理等、市町村職員が自ら責任を持って
実施すべき業務は確実に行ってください。

・ なお、窓口業務の処理に関し、申請者等の住所等を確認するために住
民基本台帳情報を使用し、又は処理のためのシステムを操作する場合
に、受託した民間事業者にこれらを取り扱わせることは必ずしも否定され
ませんが、同様に市町村の適切な管理の確保に留意してください。

・ 市町村職員が委託先職員に指揮命令して業務の処理を行わせたと認め
られる場合には契約形態にかかわらず労働者派遣にあたり、労働者派
遣法に従わなければなりませんのでご留意ください。

（２）個人情報の保護
窓口業務の実施にあたっては住民に関する各種個人情報を取り扱うこ

ととなることから、個人情報保護条例の規定に受託した民間事業者及びそ
の従業員を追加し、罰則規定の対象とするなどの整備を行う必要があるほ
か、当該業務の内容に応じた情報の取扱いの方法等を定めた実施要領の
策定、業務内容に限定した端末へのアクセス制限など、個人情報保護に
対する特段の配慮をお願いします。

（３）公共サービス改革法の規定との関係
【公共サービス改革法第３４条（特定公共サービス）について】

公共サービス改革法第３４条の規定については、官署内に市町村職員
が常駐しない事例を想定した上で、民間事業者に同条第１項各号の証明
書等交付業務を委託により取り扱わせる場合の特例として定めているも
のであり、この規定に基づいて民間事業者が取り扱える業務の範囲は、
本人請求等の「受付」と当該請求にかかる証明書等の「引渡し」の業務に
限られるのは、従前のとおりです。
当該業務について同法に基づく官民競争入札又は民間競争入札を実

施して民間事業者に業務を委託した場合は、同法におけるみなし公務員
規定その他の規定も適用されます。

【今回の市町村の適切な管理における民間事業者への委託について】
今回整理された業務については、公共サービス改革法の趣旨を踏ま

え、各市町村が地域の実情に応じて条例等で手続を整備することによ
り、官民競争入札又は民間競争入札等を実施することが可能ですが、現
行法の範囲内で行うものについては、公共サービス改革法の規定は適
用されませんので、ご留意ください。
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指定管理者制度の運用について（平成２２年１２月２８日付通知）

総行経第３８号
平成２２年１２月２８日

各都道府県知事
各指定都市市長
各都道府県議会議長
各指定都市議会議長

総務省自治行政局長

指定管理者制度の運用について

指定管理者制度は、住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供す
るための施設である公の施設について、民間事業者等が有するノウハウを
活用することにより、住民サービスの質の向上を図っていくことで、施設の設
置の目的を効果的に達成するため、平成１５年９月に設けられたところで
す。

本制度は、その導入以降、公の施設の管理において、多様化する住民
ニーズへの効果的、効率的な対応に寄与してきたところですが、地方公共
団体において様々な取組がなされる中で、留意すべき点も明らかになってき
たことから、これまでの通知に加え、下記の点に留意の上、改めて制度の適
切な運用に努められるよう、地方自治法第２５２条の１７の５に基づき助言し
ます。

なお、貴都道府県内の市区町村に対しても、本通知について周知方よろし
くお願いいたします。

記

１ 指定管理者制度については、公の施設の設置の目的を効果的に 達
成するため必要があると認めるときに活用できる制度であり、個々の施設に
対し、指定管理者制度を導入するかしないかを含め、幅広く地方公共団体
の自主性に委ねる制度となっていること。

２ 指定管理者制度は、公共サービスの水準の確保という要請を果たす最
も適切なサービスの提供者を、議会の議決を経て指定するものであり、単な
る価格競争による入札とは異なるものであること。

３ 指定管理者による管理が適切に行われているかどうかを定期的に見直
す機会を設けるため、指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとするこ
ととされている。この期間については、法令上具体の定めはないものであ
り、公の施設の適切かつ安定的な運営の要請も勘案し、各地方公共団体に
おいて、施設の設置目的や実情等を踏まえて指定期間を定めること。

４ 指定管理者の指定の申請にあたっては、住民サービスを効果的、効率
的に提供するため、サービスの提供者を民間事業者等から幅広く求めるこ
とに意義があり、複数の申請者に事業計画書を提出させることが望ましい。
一方で、利用者や住民からの評価等を踏まえ同一事業者を再び指定してい
る例もあり、各地方公共団体において施設の態様等に応じて適切に選定を
行うこと。

５ 指定管理者制度を活用した場合でも、住民の安全確保に十分に配慮す
るとともに、指定管理者との協定等には、施設の種別に応じた必要な体制に
関する事項、リスク分担に関する事項、損害賠償責任保険等の加入に関す
る事項等の具体的事項をあらかじめ盛り込むことが望ましいこと。

６ 指定管理者が労働法令を遵守することは当然であり、指定管理者の選
定にあたっても、指定管理者において労働法令の遵守や雇用・労働条件へ
の適切な配慮がなされるよう、留意すること。

７ 指定管理者の選定の際に情報管理体制のチェックを行うこと等により、
個人情報が適切に保護されるよう配慮すること。

８ 指定期間が複数年度にわたり、かつ、地方公共団体から指定管理者に
対して委託料を支出することが確実に見込まれる場合には、債務負担行為
を設定すること。

殿
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